
 

 

 

 

１ 制度概要 

  ⑴ 趣旨 

連携中枢都市圏構想は、地方の人口減少を食い止めるため、相当の規模と中核性を備

える都市が近隣市町村と連携協約を締結し、圏域全体の経済成長のけん引、高次の都市

機能の集積、圏域全体の生活関連機能サービスの向上の３つの取組を実施する制度。 

前身は「地方中枢拠点都市圏」であったが、平成 26 年 12 月に「まち・ひと・しごと

創生総合戦略」が閣議決定され、地方中枢拠点都市圏は、高次地方都市連合、都市雇用

圏と都市圏概念を統一し、「連携中枢都市圏」とされた。 

平成 27 年４月より本格的に全国展開され、現在、各地で取組が進んでいる。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      （総務省資料） 

 ⑵ 圏域の設定 

連携中枢都市圏は、中心市と周辺市町村が、自らの意思で１対１の協定を締結するこ

とを積み重ねる結果として形成される圏域である。 

＜中心市の要件＞  

  ⅰ）地方圏の政令指定都市、新中核市（人口 20 万人以上） 

  ⅱ）昼夜間人口比率１以上（平成の大合併を経た市は人口最大の旧市の数値を使用） 

  ⅲ）三大都市圏の区域外に所在 

 

  ⑶ 連携中枢都市宣言と連携中枢都市圏形成に係る連携協約の締結 

 中心市が近隣の市町村との連携に基づいて、圏域全体の将来像を描き、圏域全体の経

済をけん引し圏域の住民全体の暮らしを支えるという役割を担う意思を有すること等を

Ⅲ その他の広域行政制度 

第１ 連携中枢都市圏構想 



 

明らかにした「連携中枢都市宣言」を行い、その「連携中枢都市宣言」をした連携中枢

都市と近隣の市町村が、１対１で、圏域発展のために必要な生活機能の確保に向けて、

連携する事項等を定めた協定（連携協約）を結ぶことによって、連携中枢都市圏が生ま

れる。 

連携協約には、次の各役割に応じた連携する取組を記載。 

ⅰ）圏域全体の経済成長のけん引 

  専門的人材の招聘、産学金官の共同研究・新製品開発支援、六次産業化支援等 

ⅱ）高次の都市機能の集積・強化 

  高度医療の提供体制の充実、グローバル人材の大学への招聘等 

ⅲ）圏域全体の生活関連機能サービスの向上 

地域医療確保のための病院群輪番制の充実、子育て支援等 

なお、 連携中枢都市圏形成に係る連携協約の締結に当たっては、協定締結前に地方自

治法第 96条第２項に基づく議会の議決が必要とされている。 

＜協定記載事項＞ 

市町村の名称、目的、基本方針、連携する具体的事項、執行に係る具体的事項 

 

  ⑷ 連携中枢都市圏ビジョンの策定 

 策定に当たっては宣言連携中枢都市が開催する、産学金官民の関係者を構成員とした

「連携中枢都市圏ビジョン懇談会」において検討を行い、連携協約に基づく具体的取組

を記載することとされている。 

＜ビジョン記載事項＞ 

都市圏の名称、市町村の名称、将来像、具体的取組、ビジョンの期間 

 

 ２ 県内の状況 

    県内では、新潟市が中心市要件を満たす（長岡市、上越市は中核市移行が要件）が、

連携中枢都市圏の圏域形成はなし。（平成 27 年度末時点） 

 

 



 

 

１ 制度概要 

  ⑴ 趣旨 

定住自立圏構想は、地方圏から人口流出を食い止め、地方圏への人の流れを創出する

観点から、「中心市」の都市機能と「周辺市町村」の農林水産業、自然環境、歴史、文化

などの機能で相互に役割分担し、地方圏における定住の受け皿を促進する制度である。 

平成 21 年４月より全国展開され、現在、各地で取組が進んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（総務省資料） 

 ⑵ 圏域の設定 

定住自立圏は、中心市と周辺市町村が、自らの意思で１対１の協定を締結することを

積み重ねる結果として形成される圏域である。 

＜中心市の要件＞  

  ⅰ）人口５万人（４万人以上は可） 

  ⅱ）昼夜間人口比率１以上（平成の大合併を経た市は人口最大の旧市の数値を使用） 

  ⅲ）三大都市圏の区域外に所在 

 

  ⑶ 中心市宣言と定住自立圏形成協定 

中心市が、人口定住のために圏域として必要な生活機能の確保に関して中心的な役割 

を担う意思を明らかにした「中心市宣言」を行い、その「中心市宣言」をした中心市と

周辺の市町村が、１対１で、人口定住のために必要な生活機能の確保に向けて、連携す

る事項等を定めた協定（定住自立圏形成協定）を結ぶことによって、定住自立圏が生ま

れる。 

第２ 定住自立圏構想 



 

連携対象業務は、次の３つの視点ごとに政策分野のうち１つ以上の具体的事項を行う

こととされている。 

ⅰ）生活機能の強化 

  医療、福祉、教育、土地利用、産業振興、その他従来からの広域連携 

ⅱ）結びつきやネットワークの強化 

地域公共交通、ＩＣＴインフラ整備、交通インフラ整備、地産地消、地域内外の

住民交流・移住、その他の結びつき・ネットワーク強化 

ⅲ）圏域マネジメント能力の強化 

中心市等における人材育成、中心市等における外部からの人材確保、圏域内市町

村の職員等の交流、その他の圏域マネジメントの強化 

なお、 定住自立圏形成協定の締結に当たっては、協定締結前に地方自治法第 96 条第

２項に基づく議会の議決が必要とされている。 

＜協定記載事項＞ 

市町村の名称、目的、基本方針、連携する具体的事項、執行に係る具体的事項、定 

住自立圏形成の期間及び廃止の手続 

 

  ⑷ 定住自立圏共生ビジョンの策定 

策定に当たっては中心市が開催する「圏域共生ビジョン懇談会」での検討と周辺市町

村と協議を行い、定住自立圏の将来像及び協定に基づき推進する具体的取組を記載する

こととされている。 

＜ビジョン記載事項＞ 

定住自立圏の名称、市町村の名称、将来像、具体的取組、ビジョンの期間 



 

  ２ 県内の状況 

    県内では、新潟市、長岡市、上越市、三条市、新発田市、柏崎市、燕市、村上市、佐

渡市、南魚沼市、十日町市、糸魚川市の 12 市が中心市の要件に該当するが、このうち、

長岡地域、糸魚川市、燕・弥彦地域及び村上岩船地域において、共生ビジョンが策定さ

れている。（平成 27 年度末時点） 

  ● 長岡地域定住自立圏共生ビジョン（平成 22年３月策定） 

構 成 団 体：長岡市、小千谷市、見附市、出雲崎町  

具体的取組：医療、環境、消防、地域交通、人材育成等 

       ● 糸魚川市定住自立圏共生ビジョン（平成 23年 12 月策定） 

          構 成 団 体：糸魚川市 （合併一市特例） 

           具体的取組：医療、福祉、教育、地域交通、交流・定住等 

       ● 燕・弥彦地域定住自立圏共生ビジョン（平成 27年３月策定） 

          構 成 団 体：燕市・弥彦村 

           具体的取組：医療、福祉、広域観光、地域交通等 

       ● 村上岩船地域定住自立圏共生ビジョン（平成 27年 10 月策定） 

          構 成 団 体：村上市、関川村、粟島浦村 

           具体的取組：医療、福祉、産業振興、地域連携等 

 

３ 広域行政圏施策と定住自立圏構想の比較 

定住自立圏構想は、総務省により 40 年以上にわたって行われてきた広域行政圏施策

に代わり創設された制度であるが、両者の制度を比較すると以下のとおりである。 

 

● 広域行政圏施策：都道府県知事が国の基準に基づき設定した広域行政圏に、圏域内

の市町村が広域行政機構を設置し、当該機構が圏域マネジメントの

主体として圏域の総合的整備やサービスの提供を図る。 

● 定住自立圏構想：圏域の設定は市町村の意思に任せ、既に存在する中心市に圏域マ

ネジメントの主体としての役割を期待し、そのリーダーシップの下

で、より簡便な方法で圏域におけるサービスの提供を図る。 

 

 広域行政圏施策 定住自立圏構想 

圏域の設定 都道府県知事が設定 中心市と周辺市町村の協議による 

推進主体 広域行政機構 市町村（別途組織を設けない） 

推進主体の

形態 

一部事務組合、広域連合、協議会 特別な組織の設置は要せず、機関等の

共同設置や事務の委託等の手法を利用 

 



 

 

１ 制度概要 

⑴ 沿革 

       昭和 44年５月に策定された新全国総合開発計画（以下「新全総」という。）において 

「地方都市の環境保全のための主要計画課題」として「広域生活圏」を単位とした地域 

開発構想が提唱され、自治省では昭和 45 年４月、新全総で打ち出された「広域生活圏」 

の概念を整理して「広域市町村圏」を設定し、広域市町村圏施策を本格的にスタートし 

た（「広域市町村圏振興整備措置要綱」昭和 45 年４月 10 日付け自治振第 53 号。「昭和 

44 年度広域市町村圏振興整備措置要綱」の恒久化を内容とする）。 

    広域市町村圏は、「住民の日常社会生活圏の広域化に対応するため、都市と周辺農山 

漁村を一体とした広域的・総合的な市町村行政を推進するための圏域（概ね人口 10万人 

を標準）」として設定され、その後も制度の拡充が図られながら、平成３年に、昭和 44

年以降設定されている「広域市町村圏」と昭和 52年以降設定されている「大都市周辺地

域広域行政圏」の両者を「広域行政圏」と総称し、広域行政圏の振興整備を図るための

統一的な施策が展開された。 

しかしながら、平成の大合併で、圏内の市町村が著しく減少するなど、広域行政圏施 

策は当初の役割を終えたものとして、平成 21 年３月 31日をもって廃止（平成 20年 12 

月 26 日付け総行応第 39号）されることとなり、今後の広域連携は、地域の実情に応じ 

て関係市町村の自主的な協議により取組が行われることになった。  

       本県においても、昭和 44 年度から 46 年度にかけて 12の広域市町村圏を設定（その後 

14 圏域）したが、全国の動きと同様、合併による圏域の消滅、広域行政機構の解散等が 

相次ぎ、平成 27 年度現在では、２団体（南魚沼地域広域計画協議会及び十日町広域事務 

組合）において取組が行われている。 

 

⑵ 広域市町村圏の設定 

広域市町村圏の設定は、関係市町村及び総務大臣との協議を経て、都道府県知事が設 

定する。 

＜設定の要件＞ 

・ 人口 10 万人を標準とすること。 

・ 日常社会生活上の通常の需要が充足できる都市及び周辺農山漁村地域を一体と

した圏域であること。 

・ 中心市街地（日常社会生活上の通常の需要が充足できるような都市的施設及び

機能を有する市街地）を有すること。 

 

⑶ 広域行政機構の設置 

広域市町村圏の振興整備を推進するための行政機構として、以下の要件を備える一部

第３ 広域市町村圏（広域行政圏）施策（参考）       平成 21 年３月 31 日廃止 



 

事務組合、広域連合又は協議会（法 252 の２①）を設置する。 

   ・ すべての関係市町村をその構成団体とすること 

      ・ 広域市町村圏の策定及び当該計画に基づく事業の実施の連絡調整に関する事務を処 

 理すること 

 

⑷ 広域市町村圏計画の策定 

広域行政機構は、都道府県との協議の上で、広域市町村圏の総合的かつ合理的な振興

整備を促進するため、計画を策定する。この計画は、広域市町村圏の将来図及びこれを

達成するために必要な施策等を示すもので、以下により構成される。 

・ 基本構想（10年程度）…地域発展の将来図及びこれを達成するために必要な施策大 

 綱 

・ 基本計画（５年程度）…圏域の総合的かつ一体的な整備のための施策の体系 

・ 実施計画（３年ローリング）…事業実施の具体的計画 

 

２ 県内の状況 

                    （平成 27 年度末時点） 

圏域名 設定年度 広域行政機構 ※名称は直近 形 態 ※（ ）は年度 

岩 船 S47 村上・岩船地域広域計画協議会 協議会→広域組合(H2)→協議会(H20) 

→廃止(H22） 

新 発 田 S45 新発田地域広域事務組合 協議会→広域組合（H5）→組合業務から

削除（H20） 

新 潟 S47 新潟地域広域市町村圏協議会 協議会→解散（H17） 

五 泉 S47 五泉地域広域市町村圏協議会 協議会→解散（H19） 

三条・燕 S44 県央広域市町村圏協議会 協議会→解散（H21） 

長 岡 S46 長岡地域広域行政組合 協議会→広域組合（H5）→解散（H21） 

柏 崎 S44 新潟県柏崎地域広域事務組合 協議会→広域組合（H5）→解散（H17） 

小 出 H５ 小出郷広域事務組合 広域組合→解散（H16） 

六 日 町 S46 南魚沼地域広域計画協議会 協議会→広域組合（H4） 

→広域連合（H12）→協議会（H18～） 

十 日 町 S46 十日町地域広域事務組合 協議会→広域組合（H8～） 

上 越 S45 上越地域広域行政組合 協議会→広域組合（H7）→解散（H16） 

新井頸南 H６ 新井頸南広域行政組合 広域組合→組合業務から削除（H16） 

糸 魚 川 S45 糸魚川地域広域行政組合 協議会→広域組合（H9）→解散（H16） 

佐 渡 S46 佐渡広域市町村圏組合 広域組合→解散（H15） 

                           



 

 

 

参考：14圏域が存在した最終年（平成 15 年）の県内の状況 



 

 

１ 制度概要 

⑴ 趣旨等 

市町村間の広域的連携を支援するため、従来の広域市町村圏施策を基礎としつつ、地

域の自立的発展が見込まれる地方都市及びその周辺地域を一体とした圏域について「ふ

るさと市町村圏」の選定を行い、ふるさと市町村圏基金を設置する等、その総合的・重

点的な振興整備を図ることを目的に平成元年に創設された制度（「平成元年度ふるさと市

町村圏推進要綱」）で、新潟県内においては、８つの圏域がふるさと市町村圏に選定され

た。その後、平成 11 年から地域活力創出プラン関係事業として制度拡充がされたが、広

域行政圏の廃止と同様に、平成 21 年３月 31 日をもって廃止された（平成 20 年 12 月 26

日付け総行応第 39号）。 

 

⑵ ふるさと市町村圏の選定 

ふるさと市町村圏は、要綱に定められた要件に該当する広域市町村圏のうちから、 

都道府県知事が関係市町村と協議の上、選定する。選定された圏域においては、広域

事業の推進体制を強化するため、広域行政機構として複合的一部事務組合又は広域連

合を設置する。 

 

⑶ ふるさと市町村圏基金の設置 

ふるさと市町村圏の創造的、一体的な振興整備のため、広域行政機構に、構成市町村

からの出資と県からの助成（「ふるさと市町村圏基金等造成事業補助金」（以下「県補

助金」という。））により、ふるさと市町村圏基金が設置された。 

ふるさと市町村圏に選定された広域行政機構は、基金の果実を活用し、広域的な観点

から、地域経済・地場産業振興、文化振興、生涯学習、健康づくり・スポーツ活動、高

度情報化事業などのソフト事業のほか、公共施設の利用の推進のための改修・機能付加

への充当等多様な地域振興事業を積極的に進めた。 

なお、ふるさと市町村圏基金も、平成 21 年３月 31 日をもって廃止となったが、既に

設置している基金については、従来どおりの運用が可能とされた。基金を廃止する場合

は、県補助金の全部に相当する金額を県に納付する財産処分の申請を行い、知事の承認

を得ることが必要となっている。 

 

⑷ ふるさと市町村圏計画の策定 

広域行政機構は、圏域の特性を踏まえた個性的、戦略的な地域づくりを主眼としたふ 

るさと市町村圏計画を策定する。ふるさと市町村圏計画は、基本構想、基本計画、実施

計画及び広域活動計画から構成される。 

広域活動計画は、ふるさと市町村圏基金の果実を活用して実施する各種ソフト事業等

第４ ふるさと市町村圏施策（参考）            平成 21 年３月 31 日廃止 



 

の推進を図るため作成するもので、これらの事業を実施する上での基本方針、基金の造

成及び運用について取りまとめた基金計画、個別事業ごとに事業内容、実施主体、事業

費、財源等について取りまとめた事業計画等から構成される。 

   

   

２ 県内の状況 

           （平成 23 年度末時点） 

圏域名 選定年度 造成額  基金の状況  ※年度 

岩 船 Ｈ２ 10 億円 H20 村上市、関川村及び粟島浦村が基金承継 

H22 基金廃止 

新 発 田 Ｈ７ 10 億円 H20 基金廃止 

長 岡 Ｈ５ 20 億円 H21 基金廃止 

小 出 Ｈ５ ７億円 H16 魚沼市が基金承継 

六 日 町 Ｈ４ ６億円 H17 広域連合解散に伴い、県補助１億円返還 

南魚沼市及び湯沢町が基金承継 

上 越 Ｈ７ 20 億円 H16 上越市が基金承継 

新 井 頸 南 Ｈ６ 10 億円 H17 妙高市が基金承継 

佐 渡 Ｈ３ 10 億円 H15 佐渡市が基金承継  

 
 


